
○岡山市保育士等宿舎借り上げ支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 私立保育所等を設置するものが，保育士等の人材確保や離職防止を目的として，

保育士等の宿舎借り上げを実施するための経費に対して，予算の範囲内で補助金を交

付するものとし，その交付に関しては，この要綱に定めるもののほか，岡山市補助金

等交付規則（昭和４８年市規則第１６号。以下「規則」という。）に定めるところに

よる。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は，規則で使用する用語の例による。 

２ この要綱において，「私立保育所等」とは，市内に所在し，次の各号のいずれかに該

当するもののうち，国，県及び市以外のものが設置したものをいう。 

(1) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第３５条第４項

の認可を受けた法第３９条第１項に定める保育所（就学前の子どもに関する教育，

保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号。以下「認定

こども園法」という。）第３条第１項の認定を受けたものを除く。） 

(2) 法第３４条の１５第２項の規定により認可を受けた法第６条の３第１０項に規定

する小規模保育事業を行う事業所及び同条第１２項に規定する事業所内保育事業を

行う事業所 

(3) 認定こども園法第２条第６項に規定する認定こども園 

(4) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第４条により設置認可された私立の幼稚

園 

(5) 法第５９条の２第１項に規定する施設（同項の規定による届出がされたもののう

ち利用定員が６人以上のものに限る。）のうち，法第６条の３第１２項に規定する

業務を目的とするものの設置者が，企業主導型保育事業費補助金実施要綱「第３」

に基づき行う保育事業 

(6) 事業実施年度において，岡山市認可外保育施設登録要綱第２条第２号に規定する

特認登録保育施設として認定された施設 



３ この要綱において，「保育士等」とは，私立保育所等に勤務する保育士，保育教諭及

び幼稚園教諭（当該私立保育所等を運営する個人又は法人の役員を除く。）をいう。 

（補助事業者） 

第３条 補助事業者は，私立保育所等を設置するものであって，次の各号に掲げる要件の

いずれをも満たす宿舎（以下「補助対象施設」という。）に次条に定める補助対象保

育士等を居住させているものとする。 

(1) 補助事業者が直接借り上げている物件であること。 

(2) 原則として，市内に所在する物件であること。 

(3) 補助事業者又は補助事業者である法人の役員，職員その他の利害関係者が所有す

る物件でないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号のいずれかに該当するものは，補助事業者としな

い。 

(1) 市税を滞納しているもの 

(2) 規則第２０条第１項各号に定める事由により補助金の交付決定の取消しを受け，

当該取消しの日の属する年度の翌年度から起算して１年を経過していないもの 

（補助対象保育士等の要件） 

第４条 補助対象保育士等は，次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 平成３１年４月１日から令和８年３月３１日までの間に新たに補助事業者に雇用

され，雇用から３年（３６月）を経過していないこと。 

(2) 前号の雇用の日から起算して過去１年間以内に他の私立保育所等での勤務実績が

ないこと。 

(3) 所定の労働時間が月１４０時間以上であること。 

(4) 本人及び同居者が住宅手当その他これに類する手当を受けていないこと。 

（補助対象経費） 

第５条 補助事業の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，補助対象保育

士等が雇用された月から起算して３６月の間において，補助対象施設の借り上げに係

る費用のうち，賃借料，共益費，管理費（以下「賃借料等」という。）とし，他の補

助事業の補助対象経費になっているものについては，この補助事業の補助対象経費と



しない。 

２ 補助事業者が，補助対象保育士等から賃借料等の一部を徴収している場合は，当該徴

収額を補助対象経費から控除する。 

３ 第７条第２項に規定する期日を経過して申請された場合は，当該申請日の属する月よ

り前の賃借料等は補助対象経費としない。 

（補助金額） 

第６条 補助金額は，補助対象保育士等１人につき，前条に規定する補助対象経費の実支

出額から寄附金その他の収入額を控除した月ごとの額と５６，０００円とを比較し

て，いずれか少ない方の額に４分の３を乗じて得た額とする。ただし，令和４年度に

おいて本事業の対象であって，令和５年度及び令和６年度も引き続き本事業の対象と

なった者が，引き続き同じ宿舎に入居している場合には，６０，０００円と比較し

て，いずれか少ない方の額に４分の３を乗じて得た額とする。 

２ 居住日数が１か月に満たない月は，当該月の居住日数で日割り計算した額と当該月に

おける補助対象経費の実支出額とを比較して，いずれか少ない方の額に４分の３を乗

じて得た額とする。 

３ 第１項及び第２項によって得られた額に１，０００円未満の端数が生じるときは，こ

れを切り捨てる。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付申請は，私立保育所等ごとに行うものとする。 

２ 規則第５条第１項に規定する市長が定める期日は，毎年６月末日までとする。ただ

し，年度途中の６月以降に補助対象保育士等が補助対象施設に入居した場合は，入居

した日の翌月末日（３月中に入居した場合は，３月末日）までとする。 

３ 規則第５条第１項第５号に規定するその他市長が必要と認める書類は，次のとおりと

する。  

(1) 補助対象保育士等一覧表（様式第１号） 

(2) 補助対象保育士等の住民票の写し（補助対象施設に居住していることを証明する

もので，申請日から３か月以内のものに限る。） 

(3) 補助対象施設の不動産賃貸借契約書の写し 



(4) 岡山市保育士等宿舎借り上げ支援事業に係る確認書（様式第２号） 

(5) 補助対象保育士等の保育士証（幼稚園教諭の場合は，幼稚園教諭免許）の写し 

(6) 補助対象保育士等の職歴証明書。ただし，保育士資格又は幼稚園教諭免許取得の

日から起算して申請日が３か月を経過していない場合は不要とする。 

 (7) 補助事業者が市税を滞納していないことを証明する書類 

４ 補助事業者は，交付決定後に，補助対象保育士等の追加，賃借料等の増額その他の申

請内容の変更が生じた場合には，市長が定める期日までに規則第１２条に規定する変

更申請を行わなければならない。 

（着手届及び完了届の免除） 

第８条 規則第１５条に規定する補助事業等着手・完了届の提出は要しない。 

（実績報告） 

第９条 規則第１６条第１項第２号に規定するその他市長が必要と認める書類は，次に掲

げる書類とする。 

(1) 補助対象施設の物件借り上げに係る経費支払書（領収書，振込証等） 

(2）補助対象保育士等の住民票の写し（事業が終了した日又は事業が中止した日以降

に 

発行されたものに限る。） 

(3) 補助対象保育士等の雇用証明書（事業が終了した日又は事業が中止した日以降に

発行されたものに限る。） 

(4) 補助対象保育士等の補助対象期間分すべての給与明細書（住居手当の有無がわか

るものに限る。） 

（関係書類の保存） 

第１０条 補助事業者は，本要綱に基づき作成又は受領した書類について，作成又は受領

した日の属する年度の末日から，５年間保存しなければならない。 

（個人情報の収集） 

第１１条 補助事業者が，岡山市保育士等宿舎借り上げ支援事業補助金の交付申請及び実

績報告を行うため，補助対象保育士等の個人情報等を収集しようとするときは，岡山

市保育士等宿舎借り上げ支援事業に係る確認書（様式第２号）により，補助対象保育



士等の同意を得なければならない。 

（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか，この要綱の実施に関し必要な事項は，別に定め

る。 

附 則 

１ この要綱は，平成３１年４月１日から施行する。 

２ 交付申請の期限については，平成３１年度に限り，第７条中「６月末日」とあるの 

は「７月末日」とする。 

附 則 

この要綱は，令和３年５月２６日から施行し，令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，令和５年５月１９日から施行し，令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，令和６年２月１４日から施行し，令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，令和６年２月２６日から施行し，令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は，令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和７年４月１日から施行する。 

 

  



 

  



 



  


